別紙様式
平成23年度６月補正予算　　支出科目　款：衛生費　　　項：公衆衛生費　　　目：食品衛生指導費
	事業名:食品製造・流通安全確保対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　生活衛生課　食品指導担当　電話番号：058-272-1111（内2564）

　　　　　 E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：732千円
（現計予算額：16,573千円　補正後予算額：17,305千円）

	要求内容


	１　要求の内容


（1） 食品の放射性物質モニタリング検査事業

県内に流通する農産物について、放射性物質の検査を行い、また、県民からの依頼検査を実施し、安全性を確認するとともに県民の食への不安感を払拭するための消耗品費等経費。

検査予定数：県内６地方卸売市場に流通する農産物　60食品
依頼検査予定数：輸出用食品及び国内流通食品（企業からの依頼等）　30食品
	２　所要経費


（１）検査消耗品等（732千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


（１）平成23年３月11日に発生した東日本大震災に起因する福島第一原子力発電所からの放射性物質流出事故の影響で、福島県をはじめとした北関東において原乳やホウレンソウ等の食品から食品衛生法の暫定規制値を超える放射性物質が検出された。
（２）県では、県民の不安解消や安全確保の観点から早急な対応が必要と判断し、４月５日、食品や水中に含まれる微量な放射線量及び核種（原子核の種類）の測定機器であるゲルマニウム半導体検出器を２台購入するよう専決処分にて予算措置した。現在、当該機器の購入手続きを進めており、８月末までに納品予定である。
（３）９月から放射性物質の検査を開始するため、必要な消耗品の準備や検体送付の費用を手当する必要がある。

（４）検査用の農産物について、放射性物質によりそれぞれが汚染しないよう取り扱う必要があることから、各農産物毎に使用する手袋等を交換する必要がある。

	３　これまでの取組に対する評価


　福島第一原子力発電所からの放射性物質の放出が現時点でいつ収束するのか見込みが立っておらず、かつ相当長期間にわたり放射性物質の放出が予想され、年単位で汚染状況の監視が必要な状況である。このような状況の中、食品の安全・安心に対する県民の不安感を払拭するために、県内に流通する農産物の放射性物質の検査体制を強化するため、現在１台の運用を３台に増強することとした。
今後、県内の６地方卸市場において、流通する農産物を採取し、放射性物質の検査を実施する。

また、輸出用食品を取り扱う企業や国内流通食品の販売等において取引業者から放射性物質の検査結果を求められる場合が想定されることから、それに伴う検査についても実施する。
	決定額の考え方


　依頼検査に係る経費については、件数が不確定であることから計上を見送ります。
	要求額の財源内訳（単位：千円）
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